
○物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱 

昭和58年５月25日 

京都府告示第375号 

 

（趣旨） 

第１条 この告示は、地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の５及び第167条

の11の規定により、府が発注する物品又は役務の調達に係る一般競争入札及び指名競争

入札（建設工事、測量業務その他知事が別に定めるものに係る一般競争入札及び指名競

争入札を除く。以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な資格（以下「参加資格」

という。）及び参加資格の審査（以下「資格審査」という。）の時期、方法等について定

めるものとする。 

（平８告示348・平22告示217・平31告示74・一部改正・令４告示194・一部改正） 

 

（対象とする契約の種類） 

第２条 資格審査の対象とする契約の種類は、別表に掲げる業務の種目（以下「業務種目」

という。）に係る契約とする。 

（昭63告示116・平10告示189・平22告示217・一部改正、平31告示74・全改） 

 

（参加資格を有しない者） 

第３条 次の各号のいずれかに該当する者は、競争入札に参加することができない。 

(１) 破産手続開始の決定を受けて復権を得ない者 

(２) 競争入札参加資格審査申請書（別記第１号様式。以下「申請書」という。）を提出

するときまでに府税、消費税又は地方消費税を滞納している者 

(３) 営業に関し、許可、認可等を必要とする場合において、これを得ていない者 

(４) 審査基準日（申請書の提出日をいう。以下同じ。）において、12月以上の営業に係

る決算が確定していない者  

(５) 申請書及びその添付書類に、故意に虚偽の事実を記載した者 

(６) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号。以下「法」

という。）第２条第２号に規定する暴力団（以下「暴力団」という。）のほか、次のい

ずれかに該当する者 

ア 法第２条第６号に規定する暴力団員（以下「暴力団員」という。） 

イ 法人の役員若しくはその支店若しくは営業所を代表する者で役員以外のものが暴

力団員である者又は暴力団員がその経営に関与している者 

ウ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもつて暴力団の利用等をしている者 

エ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与する等、直接的又



は積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

オ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

カ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用している者 

キ 暴力団及びアからカまでに定める者の依頼を受けて入札に参加しようとする者 

(７) 公共の安全及び福祉を脅かすおそれのある団体又は公共の安全及び福祉を脅かす

おそれのある団体に属する者 

（平８告示348・平10告示189・平12告示234・平22告示217・平28告示231・平31

告示74・一部改正、令７告示176・一部改正） 

 

（資格審査） 

第４条 資格審査においては、前条各号に掲げる要件及び次に掲げる項目について審査す

るものとする。 

(１)  審査基準日の直前の営業年度における売上高 

(２)  経営規模 

ア 審査基準日の直前の営業年度の決算における資本金額 

イ 審査基準日の直前の営業年度末における営業に従事する職員数 

  (３) 審査基準日までの営業年数 

（平31告示74・全改） 

 

（申請書の提出時期等） 

第５条 資格審査を受けようとする者は、次の各号に掲げる資格審査の区分に応じ、当該

各号に定める期間に申請書を提出しなければならない。 

(１) 定例資格審査（平成16年以降３年ごとに行う資格審査をいう。以下同じ。） 定例

資格審査を実施する年（以下「基準年」という。）の４月１日から５月20日までの間 

(２) 追加資格審査（定例資格審査の申請書の提出期間の経過後に行う資格審査をいう

。以下同じ。） 基準年の８月１日から次の基準年の２月15日までの間で知事が別

に定める期間 

(３) 随時資格審査（地方公共団体の物品等又は特定役務の調達手続の特例を定める政

令（平成７年政令第372号）第４条に規定する特定調達契約（以下「特定調達契約」と

いう。）に係る資格審査をいう。以下同じ。） 知事が別に定める期間 

（平 31 告示 74・全改、令５告示 517・一部改正） 

 

（添付書類） 

第６条 申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

(１) 誓約書（別記第２号様式） 

(２) 法人にあつては、商業登記法（昭和38年法律第125号）第10条第１項に規定する登



記事項証明書 

(３) 役員等調書（別記第３号様式） 

(４) 府税納税確認同意書（別記第４号様式）及び消費税納税証明書 

(５) 営業に必要な許可、認可等を得ていることの証明書又はその写し  

(６) 法人にあつては審査基準日の直前の営業年度における財務諸表（貸借対照表、損益

計算書及び株式資本等変動計算書）、個人にあつては審査基準日の直前の所得税の確

定申告書の写し 

(７) 取引使用印鑑届（別記第５号様式） 

(８) 委任状（別記第６号様式）  

(９)  その他資格審査に当たつて知事が特に必要と認めるもの 

（昭63告示116・平12告示234・平16告示32・平19告示520・平22告示217・平

23告示168・平28告示231・一部改正、平31告示74・旧第７条繰上・一部改正、

令７告示176・一部改正） 

 

（資料等の提出） 

第７条 知事は、申請書を提出した者に対し、資格審査の公正を図るため、当該申請書及

びその添付書類の記載事項を証明する資料等の提出を求めることができる。 

（平31告示74・旧第８条繰上・一部改正） 

 

（資格審査の結果の通知等） 

第８条 資格審査の結果は、競争入札参加資格審査結果通知書（別記第７号様式）により、

申請書を提出した者に通知するものとする。 

 ２ 知事は、参加資格を認定した者について、競争入札参加資格者名簿に登載するもの

とする。 

（昭63告示116・平８告示348・平16告示32・平19告示520・平22告示217・平23

告示168・一部改正、平31告示74・旧第９条繰上・一部改正） 

 

（参加資格の有効期間） 

第９条 参加資格の有効期間（以下「有効期間」という。）は、次のとおりとする。 

(１) 定例資格審査による有効期間 基準年の８月１日から次の基準年の７月31日まで 

(２) 追加資格審査による有効期間 入札参加資格を得た追加資格審査が行われた月の

翌月の初日から次の基準年の７月31日まで 

(３) 随時資格審査による有効期間 随時資格審査の結果を通知した日の翌日から申請

書を提出した年度の末日（申請書を提出した年度の翌年度の特定調達契約に係るもの

にあつては、当該翌年度の末日）まで 

（昭61告示83・昭63告示116・平８告示348・平16告示32・平19告示520・平22告



示217・一部改正、平31告示74・旧第10条繰上、令５告示517・全改） 

 

（変更届） 

第10条 申請書を提出した者は、次の各号に掲げるいずれかの事項に変更があつたときは、

直ちに、競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届（別記第８号様式）により届け出

なければならない。 

(１) 商号又は名称 

(２) 法人にあつては代表者、個人にあつてはその者の氏名 

(３) 所在地 

(４) 営業所等の名称 

(５) 営業所等の所在地 

(６) 代理人 

(７) 法人にあつては資本金額又は総出資額 

(８)  取引使用印鑑 

（昭63告示116・平８告示348・平16告示32・平22告示217・平23告示168・一部

改正、平31告示74・旧第11条繰上・一部改正） 

 

（参加資格の承継） 

第11条 参加資格を有する者が、次の各号のいずれかに該当するに至つた場合においては、

当該各号に掲げる者（第３条第１号から第３号まで、第６号及び第７号に該当する者を

除く。）は、その者が営業の同一性を失うことなく引続き当該営業を行うことができると

知事が認めたときに限り、その参加資格を承継することができる。 

(１) 個人が死亡したときは、その相続人 

(２) 個人が老齢、疾病等により営業に従事することができなくなつたときは、その二親

等内の血族、配偶者又は生計を一にする同居の親族 

(３) 個人が法人を設立したときは、その法人 

(４) 法人が合併又は分割をしたときは、合併後存続する法人若しくは合併によつて成

立した法人又は分割によつて営業を承継した法人 

２ 前項の規定により参加資格を承継しようとする者は、競争入札参加資格承継申請書（別

記第９号様式）及び当該事由を証する書面その他知事が必要と認める書類（以下「参加

資格承継申請書等」という。）を知事に提出しなければならない。 

３ 知事は、前項の規定により参加資格承継申請書等の提出があつたときは、参加資格の

承継の適否を審査し、その結果を参加資格承継申請書等を提出した者に通知するものと

する。 

（昭63告示116・平８告示348・平13告示459・平16告示32・平22告示217・平23

告示168・一部改正、平31告示74・旧第12条繰上・一部改正） 

 



（参加資格の取消し） 

第12条 参加資格を有する者が、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、そ

の者について当該参加資格を取り消し、３年間競争入札に参加させないことができる。

その者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人として使用する者についても、

また同様とする。 

(１) 契約の履行に当たり、故意に工事、製造その他役務を粗雑に行い、又は物品の品質

若しくは数量に関して不正の行為をしたとき。 

(２) 競争入札において、その公正な執行を妨げたとき又は公正な価格の成立を害し、若

しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

(３) 落札者が契約を締結すること又は契約者が契約を履行することを妨げたとき。 

(４) 地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条の２第１項の規定による監督又は検査

の実施に当たり職員の職務の執行を妨げたとき。 

(５) 正当な理由がなくて契約を履行しなかつたとき。 

(６) この項（この号を除く。）の規定により、競争入札に参加できないこととされてい

る者を契約の締結又は契約の履行に当たり代理人、支配人その他の使用人として使用

したとき。 

２ 前項の規定により参加資格を取り消したときは、競争入札参加資格取消通知書（別記

第10号様式）によつて、その者に通知するものとする。 

（昭63告示116・平８告示348・平16告示32・平22告示217・平23告示168・一部

改正、平31告示74・旧第13条繰上・一部改正） 

 

（電子情報処理組織による手続の特例） 

第13条 知事は、この告示に定める手続については、京都府行政手続等における情報通信

の技術の利用に関する条例（平成17年京都府条例第19号）及び京都府行政手続等におけ

る情報通信の技術の利用に関する条例施行規則（平成17年京都府規則第15号）の例によ

り、電子情報処理組織を使用して行わせることができる。 

（平19告示520・追加・平31告示74・旧第14条繰上・令４年告示194・一部改正） 

 

附 則 

１ この告示は、昭和58年５月25日から施行する。 

２ この告示の施行の際現にこの告示による改正前の物品に関する指名競争入札参加資格

および資格審査の申請について定めた告示（昭和39年京都府告示第49号）の規定により

資格審査を受けて参加資格を有する者の当該参加資格の有効期間は、昭和59年７月末日

までとする。 

 

附 則（昭和61年告示第83号） 



この告示は、昭和61年２月12日から施行する。 

 

附 則（昭和63年告示第116号） 

この告示は、昭和63年３月11日から施行する。 

 

附 則（平成７年告示第250号） 

この告示は、平成７年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成８年告示第348号） 

この告示は、平成８年５月10日から施行する。 

 

附 則（平成10年告示第189号） 

この告示は、平成10年３月24日から施行する。 

 

附 則（平成12年告示第234号） 

１ この告示は、平成12年４月１日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に参加資格を有する者については、その有効期間が終了する

までの間、なお従前の例による。 

 

附 則（平成13年告示第459号） 

この告示は、平成13年９月７日から施行する。 

 

附 則（平成16年告示第32号） 

この告示は、平成16年１月23日から施行する。 

 

附 則（平成19年告示第222号） 

この告示は、平成19年４月１日から施行する。 

 

附 則（平成19年告示第520号） 

１ この告示は、平成19年10月12日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に参加資格を有する者については、その有効期間が終了する

までの間、なお従前の例による。 

 

附 則（平成20年告示第167号） 

この告示は、平成20年４月１日から施行する。 

 



附 則（平成22年告示第217号） 

１ この告示は、平成22年５月６日から施行する。 

２ この告示の施行の際、現に参加資格を有する者については、その有効期間が終了する

までの間、なお従前の例による。 

 

     附 則（平成23年告示第168号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成23年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際、現に参加資格を有する者及びこの告示による改正後の物品の製

造の請負及び物品の買入れ等に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱（以下「改

正後の要綱」という。）第６条第２項又は第３項の規定により追加資格審査又は随時資格

審査を申請している者（以下「資格者等」という。）は、知事が別に定める日までに、改

正後の要綱第７条第３号に掲げる書類を知事に提出し、資格者等が改正後の要綱第３条

第５号に該当する者でないことの確認を受けなければならない。 

３ 知事は、前項の確認により、現に参加資格を有する者が改正後の要綱第３条第５号に

該当する者であると認めたときは、その者に対し、その者が同条の規定により一般競争

入札に参加することができない者である旨を通知するものとする。 

 

附 則（平成23年告示第369号） 

この告示は、平成23年7月１日から施行する。 

 

附 則（平成25年告示第250号） 

この告示は、平成25年5月10日から施行する。 

 

附 則（平成28年告示第231号） 

この告示は、平成28年4月12日から施行する。 

 

附 則（平成28年告示第463号） 

この告示は、平成28年8月26日から施行する。 

 

  附 則（平成 31 年告示第 74 号） 

（施行期日） 

１ この告示は、平成 31 年４月１日から施行する。ただし、附則第５項及び第６項の規定

は、平成 31 年７月 31 日から施行する。 

（経過措置） 



２ この告示による改正前の物品の製造の請負及び物品の買入れ等に係る競争入札の参加

資格の審査等に関する要綱（以下「旧要綱」という。）第６条第２項の規定により追加

資格審査を受けて参加資格を有する者とされた者については、なお従前の例による。 

３ この告示による改正後の物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関

する要綱（以下「新要綱」という。）第５条第２項の規定により随時資格審査を受けよ

うとする者が同項の規定により提出する申請書及び新要綱第６条の規定により添付す

る書類については、新要綱第５条及び新要綱第６条の規定にかかわらず、平成 31 年７月

31 日までの間は、なお従前の例による。 

（適用関係） 

４ ビル管理等委託業務に係る競争入札に参加する者に必要な資格等を定めた告示（昭和

53 年京都府告示第 129 号）第４条の規定により、平成 30 年の定例資格審査年（同条第

１号に規定する定例資格審査年をいう。）に同号に規定する申請書（以下「申請書」と

いう。）を提出し、同告示第８条第１項に規定する資格者（以下「資格者」という。）

とされた者又は行政事務支援システムの機器貸借等に係る一般競争入札に参加する者

に必要な資格等を定めた告示（平成 31 年京都府告示第 75 号）の７に定める行政事務支

援システムの機器貸借等に係る一般競争入札参加資格認定名簿に登載された者（以下

「名簿登載者」という。）が、知事が別に定めるところにより、知事が別に定める書類

を知事に提出した場合は、平成 31 年８月１日以後は、当該資格者又は当該名簿登載者

は、平成 31 年を基準年とする新要綱第５条第１項の規定による定例資格審査を受けて

参加資格を認定された者とみなし、新要綱の規定を適用する。 

（ビル管理等委託業務に係る競争入札に参加する者に必要な資格等を定めた告示の廃止） 

５ ビル管理等委託業務に係る競争入札に参加する者に必要な資格等を定めた告示は、廃

止する。 

（ビル管理等委託業務に係る競争入札に参加する者に必要な資格等を定めた告示の廃止に

伴う経過措置） 

６ 附則第４項の規定により参加資格を認定された者とみなされた者以外の資格者につい

ては、前項の規定にかかわらず、なお従前の例による。 

 

  附 則（令和４年告示第194号） 

 この告示は、令和４年４月１日から施行する。 

 

  附 則（令和５年告示第517号） 

 この告示は、令和５年10月27日から施行する。 

 

  附 則（令和７年告示第176号） 

１ この告示は、令和７年４月１日から施行する。 



２ この告示による改正前の物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関

する要綱別記第１号様式及び別記第９号様式による用紙は、当分の間、この告示による

改正後の物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱のそれ

ぞれの様式による用紙とみなし、所要の調整をして使用することができる。 

 

  



別表（第２条関係）  

（平 31 告示 74・追加）                                                                                          

１ 物品等                                                                                                           

大分類 小分類    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

 １ 

 

 

 

 

印刷・製本 

 

 

 

 

 １ 一般印刷 

  ２ 軽印刷 

  ３ 地図印刷 

  ４ フォーム印刷 

  ５ 製本 

 ２ 

 

繊維製品 

 

  １ 衣料品 

  ２ 寝具 

 ３ 食料品   １ 食料品 

 ４ 

 

  

 

 

 

機械器具類 

 

 

 

 

 

  １ 農業機械 

  ２ 土木建設機械 

  ３ 工作機械 

  ４ 厨房機器 

  ５ 家庭用機器 

  ６ その他 

 ５ 

 

 

 

 

 

  

車両・船舶類 

 

 

 

 

 

 

  １ 自動車 

  ２ 二輪自動車 

  ３ 自転車 

  ４ 特殊車両 

  ５ 船舶 

  ６ 航空機 

  ７ 車両等用品 

 ６ 

 

 

 

  

電気・通信機器類 

 

 

 

 

  １ 家電製品 

  ２ 照明機器 

  ３ 電気通信機器 

  ４ パソコン・ネットワーク機器 

  ５ ソフトウェア 

 ７ 

 

  

家具 

 

 

  １ スチール家具 

  ２ 木製家具 

  ３ 室内用品 

 ８ 

 

薬品・理化学機器類 

 

  １ 医薬品 

  ２ 化学薬品 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ３ 動物用薬品    

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

   

                                   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ４ 衛生用品 

  ５ 計測・理化学機器 

  ６ 医療用機器 

  ７ 介護器具等 

 ９ 

 

 

 

 

燃料類 

 

 

 

 

  １ 燃料油 

  ２ 液化石油ガス 

  ３ 一般高圧ガス 

  ４ 油脂類  

  ５ 電力 

 10 

 

 

図書・教材 

 

 

  １ 図書 

  ２ 教材 

  ３ ＣＤ・ＤＶＤ等 

  11 

 

文具・事務機器類 

 

 

  １ 文房具・事務機器 

  ２ 用紙類 

 ３ 印章 

  12 

 

楽器・スポーツ用品 

 

  １ 楽器 

  ２ スポーツ用品 

  13 

 

写真類 

 

  １ 写真用品 

  ２ 写真プリント 

  14 

 

 

 

 

日用雑貨・百貨類 

 

 

 

 

  １ 家庭用品 

  ２ 皮革・ゴム製品 

  ３ 百貨 

  ４ 時計・貴金属 

  ５ 記念品 

  15 

 

 

 

 

 

 

土木建築・農林水産業用資材 

 

 

 

 

 

 

  １ 凍結防止剤 

  ２ セメント製品 

  ３ 木材            

  ４ 農林水産業用薬品 

  ５ 肥料            

  ６ 植物            

  ７ その他          

  16 古物買受   １ 古物買受 

  17 

 

看板類 

 

  １ 看板 

  ２ 標識 



    ３ のぼり  

  18 

 

 

 

警察・保安用品 

 

 

 

  １ 警察用品 

  ２ 消防用品 

  ３ 防災用品 

  ４ 保安用品 

  19 その他   １ その他 

 ２ 委託・役務                                                                                                         

大分類 小分類                                                                    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 １ 

 

 

 

情報システム開発等 

 

 

 

  １ システム分析・開発 

  ２ システム運用・管理 

  ３ データ処理        

  ４ コンピュータ研修  

 ２ 

 

 

 

 

 

デザイン・制作 

 

 

 

 

 

  １ 広告            

  ２ テレビ・ラジオ制作      

  ３ 映像制作            

  ４ 印刷物の企画・編集  

  ５ 写真撮影            

  ６ その他              

 ３ 

 

 

 

運搬・運送 

 

 

 

 １ 貨物運送      

  ２ 旅客運送      

  ３ 郵便・信書便  

  ４ その他        

  ４  

 

 

 

   

賃貸借 

 

 

 

 

  １ コンピュータ機器        

  ２ 複写機・印刷機      

  ３ 自動車              

  ４ 医療機器            

  ５ その他              

  ５ 

 

 

   

 

イベント企画・運営 

 

 

 

 

 １ イベント企画・運営  

  ２ 会場設営            

  ３ 研修等              

  ４ 旅行企画                

  ５ その他              

  ６ 

 

 

調査・分析 

 

 

  １ 意識調査          

  ２ 環境関係調査      

  ３ 計画策定          



    ４ その他             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ７ 

 

 

医療・福祉サービス 

 

 

  １ 集団検診        

  ２ 臨床検査        

  ３ その他          

  ８ 

 

 

 

 

 

廃棄物処理 

 

 

 

 

 

  １ 一般廃棄物収集運搬        

  ２ 産業廃棄物収集運搬        

  ３ 特別管理廃棄物収集運搬    

  ４ 一般廃棄物処分            

  ５ 産業廃棄物処分            

  ６ 特別管理廃棄物処分        

  ９ 

 

 

 

 

機器等保守点検 

 

 

 

 

  １ 事務機器                

  ２ 計測機器                

  ３ 医療機器                

  ４ 交通安全施設関連機器    

  ５ その他                  

  10 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

ビル管理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １ ビル管理                                      

  ２ 空調設備保守点検                          

  ３ 昇降機保守点検                            

  ４ 電話交換設備保守点検                      

  ５ 通信設備（電話交換設備以外）保守点検          

  ６ 警備                                          

  ７ 清掃                                          

  ８ 付帯設備保守点検                              

  ９ 浄化槽設備保守点検                            

  10 貯水槽清掃・点検                              

  11 ボイラー清掃・点検                            

  12 特殊施設管理                                  

13 害虫等駆除                                    

  11 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

  １ 給食調理 

  ２ 森林整備 

  ３ 人材派遣 

  ４ 洗濯 

  ５ 保険 

  ６ 受付・相談 

  ７ 事務処理・代行 



    ８ その他 

 



別記 

第１号様式（第３条関係） 

（平19告示520・全改、平22告示217・平23告示168・平25告示250・平28告示231・

一部改正、平31告示74・全改、令４告示194・一部改正、令７告示176・一部改正） 

                                                                                                  年 月 日 

 

京都府知事 様 

                            申請者 住所又は所在地 

                                                                  商号又は名称 

                                                                  代表者の職・氏名                      

 

競争入札参加資格審査申請書 

 

   年度における競争入札参加資格について物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱に基

づき、下記のとおり申請します。 

  なお、この申請書及び添付書類の全ての記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。 

                                                       

記 

 

  １ 申請者情報 

 

                            

 □ 新規  □ 継続    業者番号   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

申請区分   □   通常   □ 特定調達契約  個人・法人の別  □   個人  □   法人 

申請者 

 

 

 

 

 

 

 

フリガナ 

商号又は名称 

 

 

所在地 

(主たる事務所又は事業所の所在地) 

 

 

電話番号  ＦＡＸ  

代表者の職名  

フリガナ 

代表者氏名 

 

 

メールアドレス  

受任者 

 

 

 

 

 

フリガナ 

支店等の名称 

 

 

所在地  

電話番号  ＦＡＸ  

受任者の職名   

 

 

フリガナ 

受任者氏名 

 

 

メールアドレス  

京都府内にある 

他の支店等 

 

 

名称 所在地 

  

  

  



   

     資本金又は総出資額                   円 総従業員数(常用雇用) 

(うち障害者数) 

        人 

(   人) 設立年月日     年  月  日 

直近の営業年度決算期間   年 月 日 ～  年 月 日 

直近の営業年度売上高                             千円 

        

 

       

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業種 

区分 

 

 

 

 

 

 

会社及び個人 □製造業、建設業、運輸業その他の業種（他の業種区分を除く。）               

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

□卸売業 □サービス業 

□小売業  □ゴム製品製造業 

□ソフトウェア業又は情報処理サービス業  □旅館業 

組合 

 

 

□企業組合 □協業組合 

□事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、 商工組合、商工組合連合会、商店街振興組合、 

 商店街振興組合連合会 

その他 □その他 

認証 

等 

 

 

 

 

 

環境認証 

 

□ＩＳＯ１４００１ □ＫＥＳ 

□エコアクション２１ □エコ京都２１ 

地域貢献認証 

 

 

□障害者雇用推進企業 

 

□「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企

業 

□京都わかもの自立応援企業 □消防団協力事業所 

その他 

 

 

□ＩＳＯ９００１ 

 

□情報セキュリティマネジメントシステム適合性 

評価認証 

□プライバシーマーク使用の許諾  

グリーン入札登録 □ あり □ なし 地域貢献企業登録 □ あり □ なし 

 注 １ □のある欄は、該当する項目の□にレ印を付けてください。 

    ２ 受任者の欄は、契約等の権限を委任する場合に記入してください。 

３ 業種区分の欄は、主たる業種区分の項目の□にレ印を付けてください。 

    

２  登録を希望する業務種目 

     別紙のとおり 

別紙 

（その１） 

業務種目（物品等） 

大分類 小分類                                                                                              

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １ 

 

 

 

 

印刷・製本 

 

 

 

 

  １ 一般印刷 

   ２ 軽印刷 

   ３ 地図印刷 

   ４ フォーム印刷 

   ５ 製本 

  ２ 

 

繊維製品 

 

   １ 衣料品 

   ２ 寝具 

  ３ 食料品    １ 食料品 

  ４ 

 

  

 

 

 

機械器具類 

 

 

 

 

 

   １ 農業機械 

   ２ 土木建設機械 

   ３ 工作機械 

   ４ 厨房機器 

   ５ 家庭用機器 

   ６ その他 



  ５ 

 

 

 

 

 

  

車両・船舶類 

 

 

 

 

 

 

   １ 自動車  

 

 

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   ２ 二輪自動車 

   ３ 自転車 

   ４ 特殊車両 

   ５ 船舶 

   ６ 航空機 

   ７ 車両等用品 

  ６ 

 

 

 

  

電気・通信機器類 

 

 

 

 

   １ 家電製品 

   ２ 照明機器 

   ３ 電気通信機器 

   ４ パソコン・ネットワーク機器 

   ５ ソフトウェア 

  ７ 

 

  

家具 

 

 

   １ スチール家具 

   ２ 木製家具 

   ３ 室内用品 

  ８ 

 

 

 

 

 

 

薬品・理化学機器類 

 

 

 

 

 

 

   １ 医薬品 

   ２ 化学薬品 

   ３ 動物用薬品 

   ４ 衛生用品 

   ５ 計測・理化学機器 

   ６ 医療用機器 

   ７ 介護器具等 

  ９ 

 

 

 

 

燃料類 

 

 

 

 

   １ 燃料油 

   ２ 液化石油ガス 

   ３ 一般高圧ガス 

   ４ 油脂類  

   ５ 電力 

  10 

 

 

図書・教材 

 

 

   １ 図書 

   ２ 教材 

   ３ ＣＤ・ＤＶＤ等 

  11 

 

 

文具・事務機器類 

 

 

   １ 文房具・事務機器 

   ２ 用紙類 

  ３ 印章 

  12 

 

楽器・スポーツ用品 

 

   １ 楽器 

   ２ スポーツ用品 

  13 

 

写真類 

 

   １ 写真用品 

   ２ 写真プリント 

  14 

 

 

 

 

日用雑貨・百貨類 

 

 

 

 

   １ 家庭用品 

   ２ 皮革・ゴム製品 

   ３ 百貨 

   ４ 時計・貴金属 

   ５ 記念品 

  15 

 

 

 

土木建築・農林水産業用資材 

 

 

 

   １ 凍結防止剤 

   ２ セメント製品 

   ３ 木材            

   ４ 農林水産業用薬品 



 

 

 

 

 

 

   ５ 肥料            

   ６ 植物            

   ７ その他          

  16 古物買受    １ 古物買受 

  17 

 

 

看板類 

 

 

   １ 看板 

   ２ 標識 

   ３ のぼり 

  18 

 

 

 

警察・保安用品 

 

 

 

   １ 警察用品 

   ２ 消防用品 

   ３ 防災用品 

   ４ 保安用品 

  19 その他    １ その他 

（                               ） 

注 １ 希望する業務種目について、「小分類」の欄の該当する項目の□にレ印を付けてください。 

２ 「19その他-１その他」は、小分類の欄に掲げる物品種目内に該当するものがない場合に選択し、（ ）に物

品の具体的な内容を記載してください。 

（その２） 

 業務種目（委託・役務）                                                                                         

大分類 小分類   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  １ 

 

 

 

情報システム開発等 

 

 

 

   １ システム分析・開発 

   ２ システム運用・管理 

   ３ データ処理        

   ４ コンピュータ研修  

  ２ 

 

 

 

 

デザイン・制作 

 

 

 

 

 

   １ 広告            

   ２ テレビ・ラジオ制作      

   ３ 映像制作            

   ４ 印刷物の企画・編集  

   ５ 写真撮影            

   ６ その他 

  ３ 

 

 

   

運搬・運送 

 

 

 

   １ 貨物運送      

   ２ 旅客運送      

   ３ 郵便・信書便  

   ４ その他        

  ４  

 

 

 

   

賃貸借 

 

 

 

 

   １ コンピュータ機器        

   ２ 複写機・印刷機      

   ３ 自動車              

   ４ 医療機器            

   ５ その他              

  ５ 

 

 

   

 

イベント企画・運営 

 

 

 

 

  １ イベント企画・運営  

   ２ 会場設営            

   ３ 研修等              

   ４ 旅行企画                

   ５ その他              

  ６ 

 

 

調査・分析 

 

 

   １ 意識調査          

   ２ 環境関係調査      

   ３ 計画策定          



     ４ その他             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  ７ 

 

 

医療・福祉サービス 

 

 

   １ 集団検診        

   ２ 臨床検査        

   ３ その他          

  ８ 

 

 

 

 

 

廃棄物処理 

 

 

 

 

 

   １ 一般廃棄物収集運搬        

   ２ 産業廃棄物収集運搬        

   ３ 特別管理廃棄物収集運搬    

   ４ 一般廃棄物処分            

   ５ 産業廃棄物処分            

   ６ 特別管理廃棄物処分        

  ９ 

 

 

 

 

機器等保守点検 

 

 

 

 

   １ 事務機器                

   ２ 計測機器                

   ３ 医療機器                

   ４ 交通安全施設関連機器    

   ５ その他                  

10 

   

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

 

ビル管理等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   １ ビル管理                                      

   ２ 空調設備保守点検                          

   ３ 昇降機保守点検                            

   ４ 電話交換設備保守点検                      

   ５ 通信設備（電話交換設備以外）保守点検          

   ６ 警備                                          

   ７ 清掃                                          

   ８ 付帯設備保守点検                              

   ９ 浄化槽設備保守点検                            

   10 貯水槽清掃・点検                              

   11 ボイラー清掃・点検                            

   12 特殊施設管理                                  

   13 害虫等駆除                                    

  11 

 

 

 

 

 

 

 

その他 

 

 

 

 

 

 

 

   １ 給食調理 

   ２ 森林整備 

   ３ 人材派遣 

   ４ 洗濯 

   ５ 保険 

   ６ 受付・相談 

   ７ 事務処理・代行 

   ８ その他 

（                               ） 

注 １ 希望する業務種目について、「小分類」の欄の該当する項目の□にレ印を付けてください。 

２ 「11その他-８その他」は、小分類の欄に掲げる業務種目内に該当するものがない場合に選択し、（ ）に業

務の具体的な内容を記載してください。 

 

  



第２号様式（第６条関係） 

（平22告示217・追加、平23告示168・平31告示74・一部改正） 

 

誓約書 

 

 私は、京都府が実施する競争入札参加資格審査申請に当たり、物品又は役務の調達に係

る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱（昭和58年京都府告示第375号）第３条各号

に定める参加資格を有しない者に該当しないことを誓約いたします。 

 また、同条各号に定める参加資格を有しない者に該当することとなつた場合には速やか

にお届けするとともに、競争入札参加資格を取り消されても何ら異存ないことを誓約いた

します。 

 

  

年  月  日  

 

  

 京都府知事     様 

 

  

住所又は所在地              

ふりがな                 

商号又は名称               

 

ふりがな                 

代表者の職・氏名          印  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  



第３号様式（第６条関係） 
（平23告示168・追加、平成23告示369・平25告示250・平31告示74・一部改正） 

役員等調書 

 私は、京都府が実施する競争入札参加資格審査申請に当たり、物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格

の審査等に関する要綱（昭和58年京都府告示第375号）に基づく資格確認のため、本調書に記載した事項を京都府

警察本部長に照会することについて同意します。 

年  月  日 

京都府知事     様 

 

     住所又は所在地    

           

     ふ り が な    

     商 号 又 は 名 称 

                

     ふ り が な    

     代表者の職・氏名                 ○印 

 

元号 年 月 日

※
ｶﾅ氏名 漢字氏名 役職名

生　年　月　日
性別

 

 

注 １ この調書は、物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格を確認するため、京都府警察本部長に対し、

申請者が京都府暴力団排除条例（平成22年京都府条例第23号）第２条第４号に掲げる暴力団員等に該当す

るかどうかについて照会するときに使用するものです。 

２ 申請者本人及び注の３の使用人に該当する者（申請者が法人の場合にあつては、その代表者、役員及び

注の３の使用人に該当する者）について記載してください。 

３ 使用人とは、支配人、本店長、支店長、営業所長、事務所長その他いかなる名称を有する者であるか

を問わず、営業所、事務所その他の組織の業務を統括する者及び営業所等において、部長、次長、課

長、支店次長、副支店長、副所長その他いかなる名称を有する者であるかを問わず、それらと同等以上

の職にある者であつて、事業の利益に重大な影響を及ぼす業務について、一切の裁判外の行為をなす権

限を有し、又は当該営業所等の業務を統括する者の権限を代行し得る地位にあるものをいいます。 

４ ※印の欄は、記載しないでください。 

５ この調書を提出するときは、併せて、この調書に記載すべき事項を記録した電磁的記録を別に定める

方法により作成の上、提出してください。 

６ 提出された役員調書及び電磁的記録の個人情報は、京都府警察本部長に対して照会する目的以外には

使用しません。 

 



第４号様式（第６条関係） 

（昭63告示116・平８告示348・平10告示189・一部改正、平22告示217・旧第２号

様式繰下・一部改正、平23告示168・旧第３号様式繰下・一部改正、平31告示74・

一部改正、令７告示176・全改） 

 

府税納税確認同意書 

同 

意 

書 

欄 

 

 京都府総務部入札課が私（当社）の府税滞納の有無を確認することについて同

意します。 

 

 年 月 日 

法人 ・ 個人 （いずれかに○を付けてください。） 

 

住所（法人：登記上の本店所在地、個人：住民票上の住所） 

 

                                     

（フリガナ） 

商号又は名称  

                                     

（フリガナ） 

氏名（法人の場合は、代表者の職名及び氏名） 

                                     

 

担当者名              連絡先               

回 

答 

欄 

 年 月 日 

 入札課長 様 

     部    課長 

（担当：    電話番号：   ） 

 同意書記載者について、府税滞納の有無を回答します。 

 

 滞納 有 ・ 無 

 

注 １ 太枠内（同意書欄）のみ記入してください。 

２ この様式は、京都府総務部入札課宛て提出してください。 



第５号様式（第６条関係） 

（昭63告示116・追加、平10告示189・一部改正、平16告示32・旧第５号様式繰上、

平19告示520・旧第４号様式繰上、平22告示217・旧第３号様式繰下、平23告示168・

旧第４号様式繰下、平30告示74・一部改正、令４告示194・一部改正） 

 

  

取引使用印鑑届 

 

  

下記のとおり、取引使用印鑑を届け出ます。 

 

  

記 

 

法人印等 

 

代表者印等 

 

年  月  日 

京都府知事    様 

 

  

住所又は所在地           

 

  

ふりがな           

商号又は名称           

 

  

ふりがな        

代表者の職・氏名        

 

 

 

  

 

 

 

 



第６号様式（第６条関係） 

（昭63告示116・追加、平８告示348・平10告示189・一部改正、平16告示32・旧第

６号様式繰上、平19告示520・旧第５号様式繰上、平22告示217・旧第４号様式繰

下、平23告示168・旧第５号様式繰下、平28告示231・平30告示74・一部改正） 

 

  

委任状 

 

     商号又は名称 

住所又は所在地         代理人 

  私は、受任者職・氏名           印鑑      を代理人と 

 

定め、下記の事項を委任します。 

 

  

委任事項 

 

  

京都府競争入札、見積り、契約及び請求に関する一切の権限 

 

  

年  月  日 

京都府知事    様 

 

  

住所又は所在地 

 

  

ふりがな 

商号又は名称 

 

 

  

ふりがな 

代表者の職・氏名 

印 

 

 

  



第７号様式（第８条関係） 

（平19告示520・全改、平22告示217・旧第６号様式繰下・一部改正、平23告示168・

旧第７号様式繰下、平31告示74・旧第８号様式繰上・一部改正） 

 (その1) 

第     号  

年  月  日  

  商号又は名称 

  代表者の職・氏名     様 

京都府知事         印  

 

競争入札参加資格審査結果通知書 

 

 先に提出された物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格審査申請書を審査した結

果、下記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

 1 決定の区分    資格あり 

 2 業者番号     第          号 

 3 登録種目 

 4 参加資格有効期間     年  月  日から    年  月  日まで 

  

(その2) 

第     号  

年  月  日  

  商号又は名称 

  代表者の職・氏名     様 

京都府知事         印  

 

競争入札参加資格審査結果通知書 

 

 先に提出された物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格審査申請書を審査した結

果、下記のとおり決定しましたので通知します。 

記 

 1 決定の区分    資格なし 

 2 資格なしの理由 

 

 

 

 

 



第８号様式（第10条関係） 

（平31告示74・追加、令４告示194・一部改正） 

          

                                                     

年 月 日 

京都府知事様 

                              住所又は所在地 

                              商号又は名称 

                              代表者の職・氏名              

 

競争入札参加資格審査申請書記載事項変更届 

                                                                                                                      

  年  月  日付けで提出した競争入札参加資格審査申請書及びその添付書類の記載事項について、変更がありま

したので物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱第 10条の規定により、下記のとおり届

け出ます。 

なお、この変更届の記載事項は、事実と相違ないことを誓約します。         

記 

 □ １ 申請者情報 

 変更前  変更後 

申請者 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

フリガナ 

商号又は名称 

 

 

 

 

所在地（主たる事務所又は事業所 

の所在地） 

 

 

 

 

電話番号   

ＦＡＸ   

代表者の職名   

フリガナ 

代表者氏名 

 

 

 

 

メールアドレス   

                                                                                      変更年月日 年 月 日  

 □  ２ 受任者情報 

  変更前   変更後 

受任者 

 

 

 

 

 

 

 

 

フリガナ 

支店等の名称 

 

 

 

 

所在地   

電話番号   

ＦＡＸ   

受任者の職名   

フリガナ 

受任者氏名 

 

 

 

 

メールアドレス   

                                                                                      変更年月日 年 月 日  

 □ ３ 資本金額又は総出資額 

  変更前  変更後 

資本金又は総出資額                              円                         円 

                                                                                      変更年月日 年 月 日    

 □ ４ 認証 



  変更前  変更後 

認証等                               

                                                                                      変更年月日 年 月 日    

 □ ５ 登録の追加を希望する業務種目 

   別紙のとおり  

                                                                                      変更年月日 年 月 日 

 □  ６ その他 

  変更前  変更後 

その他   

                                                                                      変更年月日 年 月 日    

 注 １ 記載事項の変更があった事項の□にレ印を付け、変更内容を記入してください。 

     ２ 登録の追加を希望する場合は、別記第１号様式の別紙を添付してください。 

     ３ 登録されている業務種目から削除したい業務種目がある場合は、「６ その他」に記入してください。                                                                        

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



第９号様式（第11条関係） 

（平19告示520・全改、平22告示217・旧第８号様式繰下・一部改正、平23告示168・

旧第９号様式繰下・一部改正、平25告示250・平28告示231・平28告示463・一部改

正、平31告示74・全改、令４告示194・一部改正、令７告示176・一部改正） 

                                                     

年 月 日 

 

京都府知事 様                     

                                                                                                                                               

住所又は所在地 

                                                                 商号又は名称 

                                                                代表者の職・氏名                          

 

競争入札参加資格承継申請書 

 

 競争入札参加資格を承継したいので、物品又は役務の調達に係る競争入札の参加資格の審査等に関する要綱第 11条の

規定により、下記のとおり関係書類を添えて申請します。 

 

                                                          記 

 

１ 承継人情報 

 

 

           

 

             

 

 

 

 

 被承継人の業者番号 継承理由 

  

 

 

 

 

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

 第               号  

申請区分   □   通常   □ 特定調達契約  個人・法人の別   □   個人   □   法人 

承継人 

 

 

 

 

 

 

 

フリガナ 

商号又は名称 

 

 

所在地 

(主たる事務所又は事業所の所在地) 

 

 

電話番号  ＦＡＸ  

代表者の職名  

フリガナ 

代表者氏名 

 

 

メールアドレス  

受任者 

 

 

 

 

 

フリガナ 

支店等の名称 

 

 

所在地  

電話番号  ＦＡＸ  

受任者の職名   

 

 

フリガナ 

受任者氏名 

 

 

メールアドレス  

京都府内にある 

他の支店等 

 

 

名称 所在地                                          

  

  

  

  

資本金又は総出資額                      円 総従業員数(常用雇用)               人 



設立年月日     年  月  日 (うち障害者数)   (        人)   

 

  

直近の営業年度決算期間   年 月 日 ～  年 月 日 

直近の営業年度売上高                             千円 

業 種

区分 

 

 

 

 

 

会社及び個人 

 

□製造業、建設業、運輸業その他の業種（他の業種区分を除く。）  

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

 

□卸売業 □サービス業 

□小売業 □ゴム製品製造業 

□ソフトウェア業又は情報処理サービス業 □旅館業 

組合 

 

 

□企業組合 □協業組合 

□事業協同組合、事業協同小組合、協同組合連合会、 商工組合、商工組合連合会、商店街振興組合、 

 商店街振興組合連合会 

その他 □その他 

認証 

等 

 

 

 

 

 

環境認証 

 

□ＩＳＯ１４００１ □ＫＥＳ 

□エコアクション２１ □エコ京都２１ 

地域貢献認証 

 

 

□障害者雇用推進企業 

 

□「京都モデル」ワーク・ライフ・バランス認証企

業 

□京都わかもの自立応援企業 □消防団協力事業所 

その他 

 

 

□ＩＳＯ９００１ 

 

□情報セキュリティマネジメントシステム適合性 

評価認証 

□プライバシーマーク使用の許諾  

グリーン入札登録  □ あり  □ なし 地域貢献企業登録  □ あり  □ なし 

  注 １ □のある欄は、該当する項目の□にレ印を付けてください。  

      ２ 受任者の欄は、契約等の権限を委任する場合に記入してください。 

      ３ 業種区分の欄は、主たる業種区分の項目の□にレ印を付けてください。 

２ 承継を希望する業務種目 

    別紙のとおり 

 注 記の２については、別記第１号様式の別紙を添付してください。   

  



第10号様式（第12条関係） 

（昭63告示116・旧第８号様式繰下、平８告示348・平10告示189・一部改正、平16

告示32・旧第10号様式繰上、平22告示217・旧第９号様式繰下・一部改正、平23告

示168・旧第10号様式繰下、平31告示74・旧第11号様式繰上） 

 

第     号 

年  月  日 

 

商号又は名称 

代表者の職・氏名    様 

 

京都府知事          印  

 

競争入札参加資格取消通知書 

 

年  月  日付けで通知した競争入札の参加資格については、下記の理由により取り消

したので通知します。 

 

記 

 

  

理由 

 

  

  

業者番号 第 号 

登録種目   

 

 

 


